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1　はじめに
　大規模災害が発生した時，規模が想定を越えて
いたと述懐されることがある．しかし，それほど
遠く無い過去を振り返った時，類似災害が時や場
所を異にして発生していることに気づかされる．
　2004年，M9クラスのスマトラ島地震により津
波が発生した．私自身，日本ではこれほどの人的
被害は発生しないだろうと感じたことを覚えてい
る．その理由は，自然海岸が多いインドネシアと
異なり，日本では堅牢な海岸堤防が整備されてお
り，津波警報等のソフト防災が機能すると考えた
からだ．しかし，現実には，2011年3月11 日に
発生した東北地方太平洋沖地震で，厳しい現実に
直面することになった．
　大規模水害に目を向けると，2011年熱帯特有の
モンスーン期間にタイで発生した大規模洪水が記
憶に新しい．この年 6 月から 9 月までの 4 か月間
の降水量は，インドシナ半島のほとんどの地点で
平年の約1．2倍から1.8倍であった．低平地が広が
るタイでは広大な範囲に浸水被害が続き，多くの
日本企業が甚大な被害を受けた．浸水面積は，九
州全体の1.7倍に相当し，その期間は数カ月にお
よんだ．
　ここでは，防災気情報の高度化に係る紹介と温
暖化による降水現象への影響に加え，水害から自
らの命を守るため，住民自身に必要な安全確保行
動について考えてみる．
　
2　低平地における災害
　佐賀平野は，県北部に背振山地，天山山地を
ひかえ，南部には平坦な佐賀平野が広がってい
る．東の県境に筑後川，県央には，嘉瀬川，六角
川，牛津川が流れている．六角川の河口部は，干
満の差が6m に達し，その感潮区間は，河口か
ら29km 上流までとされている．六角川が川下か
ら逆流する様子をみると，低平地であることに改
めて気づかされる．そのスケールはタイと異なる
が，佐賀平野でも山地に降った雨が傾斜の緩やか
な低平地へ集まる．河川や沿岸の堤防が破堤する
ような洪水が発生すると，佐賀平野でも，大規模
な浸水被害が発生することが想像できる．
　温帯地方に位置し，梅雨時期の降水量が特に多
い我が国では，毎年のようにどこかで風水害が発
生している．2012年7月九州北部豪雨では，福岡
県，熊本県，大分県を中心に土石流，洪水，浸水
による甚大な被害が発生した．佐賀県でも，佐賀
市，小城市，多久市，武雄市を中心に家屋の一部
損壊が4棟，床上浸水28棟，床下浸水71棟と崖崩
れ45件，道路被害 8 件，河川被害11件が発生した．
　幸い，短期間の浸水害に終わったが，年間潮位
が最も高い秋に台風による高潮と大雨が重なり，
河川の堤防が破堤した場合を考えると，低平地で
ある佐賀平野は，浸水被害が長期間に渡り，被害
の拡大が容易に想像できる．
　
3　新たな指標による市町村警報
　気象庁では，警報や注意報の発表対象地域をよ
りわかりやすくするため，平成22年5月27日から，
洪水警報や大雨警報などの防災気象情報を市町ご
とに発表している．また，これに先立ち，より適
切に判断ができるよう，平成21年からよりそれま
で用いていた24時間積算雨量基準に代え，流域雨
量指数（洪水害を対象）と土壌雨量指数（土砂災
害を対象）という新たな指標を基準とした．
　これらの基本的な考え方は次のとおりである．
山林や田畑はスポンジのように雨水を貯めており，
地上に降った雨水は，一定の時間をおいて河川や
都市部へ流れ込む．さらに，流路が長い河川では，
県外等，河川のはるか上流に降った雨により下流
の水位が上昇するまで，一定の時間がかかる．こ
のため，洪水については，市町村内に降る雨だけ
で災害の発生を判断することはできない．
温暖化による降水現象への影響と
避難行動に必要な情報
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　一方，土砂災害は，数日に渡ってその場所に降っ
た雨水の量が多いほど，土砂災害の危険性が高く
なることが分かっている．雨が止むと地中に溜
まった雨水は，河川や地下水へ流出するため，土
砂災害発生の危険性は徐々に低くなる．
　いずれの指数も，地中に蓄えられている雨水の
量と河川へ流出する雨水の量を穴のあいたタンク
に模して計算する．タンクに残った雨水の量が土
壌雨量指数，タンク（山林や田畑）から流れ出て
河川へ流れ込む雨水の量を基に，河川を流れる雨
水の量を計算したものが流域雨量指数である．
　これらは，過去に発生した土砂災害や洪水害と
指数の関係を統計的に調べ，大雨警報や洪水警報
等の基準としている．これら指数を導入すること
で，どの地域に水害や土砂災害が発生する可能性
が高いのか，以前より精度よく評価し，判断する
ことが可能となった．ただし，雨量予測の精度が
大きく進歩したわけではない．特に，災害に結び
付く短時間強雨の場所と時間を降雨が始まる数時
間前に精度よく予報する技術には，引き続き改善
の余地がある．このため，予報官は，実際の降雨
状況等に基づき，降雨予測のタイミングや範囲を
修正して，警報や注意報の発表を判断している．
　
4　温暖化による降水量変化と災害
　気候変動に伴い，雨の降り方がどのように変わ
るのか考えてみよう．2012 年に福岡管区気象台
が発表した「九州・山口県・沖縄の気候変動監視
レポート2012」によると，過去のデータから「九州・
山口県の年降水量には，はっきりした長期的な傾
向は認められないが，梅雨期（6～7月）におけ
る日降水量100㎜ 以上の大雨の日数は，長期的に
増加傾向がみられる．」との調査結果が公表され
ている．これらの結果は，九州・山口県で，佐賀
地方気象台を含む100 年以上観測を継続している
10 地点のデータによる調査結果である．（図 2 参
照）
　また，気象庁が公表した「異常気象レポート
2005」の中で IPCC の A2シナリオ（経済重視で
地域志向が強まると仮定したシナリオ）に基づ
き，地域気候モデルによる100年後の予測結果が
公表されている．その中では「激しい降水現象に
ついては現在の予測精度は必ずしも十分ではな
い．」としながらも，「地球温暖化にともなって気
温が上昇することにより , 大気中に多くの水蒸気
が蓄えられることから，強い降水現象の頻度が西
日本をはじめ全国的に増加する．」との予測結果
が得られている．図 3 によると，九州北部地方で
は100年後，50㎜以上と100㎜以上の日降水量の年
間日数が増加する傾向であることがわかる．
　さらに， 文部科学省の研究計画「人・自然・地
球共生プロジェクト」の一環として，気象庁気象
研究所や財団法人地球科学技術総合推進機構を中
心とする研究グループが，約20km という非常に
高い水平分解能をもつ全球大気気候モデルの開発
や数値実験に取り組んでいる．
　その結果，21世紀末ごろの熱帯低気圧の発生数
は30％程度減少するが，その強度（最大風速）別
の出現頻度（図4）によると，海上（地上）の最
大風速が45m/s を超えるような非常に強い熱帯
低気圧（台風）の出現数は，逆に増加する傾向が
あると報告されている．
　年間潮位が最も高い夏から秋の満潮の時間帯に，
勢力の強い台風が佐賀県南部に上陸すると，高潮
による沿岸堤防からの越波等が想定される．また，
大雨と高潮により河口付近の水位が高まり，水捌
けが悪くなることで，河川の水位が上昇し，洪水
図 1　タンクモデルによる土壌雨量指数と流域雨量指数の
計算イメージ
タンクに残っている雨水の量が土壌雨量指数，タンクか
ら流出し河川を流れる雨水の量が流域雨量指数を示して
いる．
図 2  日降水量 100mm 以上の日数の経年変化（九州・山
口県平均）平均）
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や浸水被害が発生する．その影響は佐賀県のよう
に感潮区間が長い河川ほど上流や支流に及ぶこと
になる．
5　水害に対する安全確保行動を考える
　自然災害に対する避難行動を考える時，最悪を
想定することはどこまでも可能だが，その想定に
対処するだけの準備をすべて整えることは容易で
はない．しかし，いざという時の避難場所やルー
トを真剣に考えておくことはいつでもできる．避
難を考える上で重要なことは，その時自宅や職場
周辺がどのような状況になるか事前に考えておく
ことである．
　ハザードマップで最寄りの安全な避難所とそこ
までのルートや付近の浸水想定深を確認するとと
もに，避難の途中に危険な個所がないか，実際に
歩いて確認しておくことが重要である．また，避
難ルートに想定を越えた危険が発生した場合，近
隣のマンション等鉄筋コンクリートの高い建物へ
一時的な避難を考えておくことも必要であろう．
　しかし，河川堤防の近くにある木造平屋家屋と
河川から離れた地域にあるマンションの高層階と
では，避難に対する考え方も異なる．河川の氾濫
を考えた場合，前者は，浸水が始まる前，できれ
ば明るいうちに早めの避難が重要となる．後者の
場合やすでに避難ルートへ浸水被害が始まってお
り，避難すること自体が危険な場合等，リスクが
大きい水平避難を行わず，上層階への垂直避難や
待機が適切な場合もある．
　また，早めの避難を検討するためには，気象台
が発表する防災気象情報や市町の避難勧告等の防
災情報を積極的に入手し，その内容を普段から
理解できるようにしておく必要がある．これら
を，孫子の兵法になぞらえれば，敵を知り（あら
ゆる手段で防災気象情報や避難に関する情報を入
手し，理解しておく），己を知らば（事前にハザー
ドマップで避難所までのルートや必要な時間，途
中の危険等を知っておく）百戦危うからず（何度
大雨に見舞われようと，適切な判断と安全確保行
動で，命を守る）ということになる． 
6　おわりに
　将来，温暖化の影響で，強い降水現象や非常に
強い熱帯低気圧（台風）の発生が増加する可能性
図3　約100年後の日降水量50㎜以上（上）と100 ㎜以
上（下）の年間日数の変化（単位：日）
RCM20 によって計算された2081～2100年平均値と1981
～2000 年平均値の差
図 4　熱帯低気圧の強度（横軸：海上 / 地上の最大風速）
別に示した熱帯低気圧の年平均出現数の頻度分布
実線は現在気候再現実験、破線は温暖化予測実験を示
す。強度は、全球を対象として出現した各熱帯低気圧
について風速が最大になった時点で求めた。Oouchi et 
al.（2005）
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がある．これにより，これまでの想定を越えた大
規模浸水に見舞われる日が来るかもしれない．そ
の時に備え，低平地に住む佐賀県民は，防災気象
情報をはじめ，ハザードマップ等あらゆる防災情
報を入手し，自ら適切な安全確保行動を判断でき
るよう日頃から備えておく必要がある．住民自ら
が，自身と家族の命は自分が守るとの強い意識を
持ち，日頃から準備しておくことが，いざという
時に命を守る第一歩となる．合わせて，TV，ラ
ジオ，スマートフォン，インターネット等，高度
に発達した情報化社会に住む私たちだが，大規模
災害からの避難を考える時，地域住民同士の心の
繋がりを背景にした共助が不可欠であることも忘
れてはならない．
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